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国の機関や自治体等からの技術相談の対応状況

１．はじめに

国総研では、国の機関や自治体等に対し、政策実

施・事業施行に関する様々な技術支援を実施してい

る。その一環として、国総研が知見・ノウハウを持

つ住宅・社会資本分野における技術的な相談に対し

ての技術指導や専門家の派遣を継続的に行ってきて

いる。以下では、技術相談の受け付け体制と令和 年

の実績を紹介する。

２．技術相談窓口

技術相談は、地方整備局の相談窓口を通じて受け

付けている他、国土交通省内からの相談や急を要す

る相談に対応できるように、一元的な「国総研技術

相談窓口」を平成 年 月から設置しており、国総

研が担当するあらゆる分野・施設に関する相談事項

をワンストップで受け付けている。また、技術者が

気軽に問い合わせることができるようにすることも

考慮し、国総研の各分野の専門家の顔が見える窓口

としている（図 ）。

図 国総研技術相談窓口

また、港湾・海岸・空港施設に関わる良好な維持

管理の実施を支援するため、国立研究開発法人港湾

空港技術研究所と連携して、「久里浜ＬＣＭ支援総

合窓口」 図 を開設し、施設の計画・施工・管理

を実施する地方整備局、自治体、民間事業者などか

らの港湾・海岸・空港施設の維持管理に関する技術

的な相談を受け付けている。

図 久里浜 支援総合窓口

３．技術指導の実績

昨年の分野別の技術相談の対応件数は表のとおり

である。

表 分野別技術相談対応件数（令和 年）

分野 件数

下水道

河川

土砂災害

道路

建築・住宅・都市

沿岸海洋・防災

港湾

空港

社会資本マネジメント等

合計

４．おわりに

現場で発生した技術相談への対応が新たな研究課

題の抽出につながる場合もある。引き続き、現場で

発生した問題に対しての技術指導に取り組んで参り

たい。
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１．はじめに 

社会経済情勢が変化する中、研究開発を的確に進

めるには長期的展望が欠かせないことから、下水道

分野においては、政策ビジョンである新下水道ビジ

ョンが2014年に策定された。これを受け、国総研で

は、その目標達成に向けた下水道技術ビジョン1)（以

下「技術ビジョン」という。）を2015年12月に策定

した。技術ビジョンでは、11の技術開発分野につい

て、技術目標と目標達成に必要な項目を技術開発ロ

ードマップ（以下「ロードマップ」という。）の形

で示し、様々な実施主体（国、地方公共団体等の事

業主体、民間企業、研究機関等）が取り組むべき内

容を明確にしている。さらに技術ビジョンのフォロ

ーアップと技術開発の推進方策を検討するための場

として、産学官の代表者から構成される下水道技術

開発会議（以下「開発会議」という。）を設置し、

毎年２回程度、国総研が事務局となり会議を開催し

ている。  

さらに2018年には省エネ・創エネ、資源利用等の

分野における新技術の開発及び導入促進方策につい

て集中的に議論する場として「下水道技術開発会議

エネルギー分科会」を設置した。 

開発会議では、目標達成に必要な検討課題として

６つの活動の柱（表-1）を示し、それぞれの柱にお

ける具体的取組を毎年度会議で決定し実施している。

取組の中には、関連情報を文献調査やアンケート・

ヒアリング調査等を通じて収集し分析整理する必要

のあるものがあり、これらについては国総研の研究

業務の中で実施している。 

以下、開発会議におけるここ数年の主な取組につ

いて紹介する。 

表-1 開発会議の６つの活動の柱 

 

２．技術開発ロードマップの見直し 

技術ビジョン策定当初に作られた技術開発分野毎

のロードマップ（図-1）は固定されたものではなく、

社会の変化や関係機関の意向・提案を踏まえ、開発

会議で議論し適宜見直すこととされている。ロード

マップには概ね20年後（技術開発分野⑨⑩⑪につい

ては2050年）までの具体的な技術開発目標を示して

いるが、遅速が生じたり、追加が必要となった目標

について、これまで５度の見直しを行っており、2022

年度はエネルギー分科会で策定された通称「カーボ

ンニュートラルロードマップ」をロードマップに反

映させるための見直し等を行った。 

また、ロードマップは国土交通省が実施している

下水道革新的技術実証事業（通称B-DASHプロジェク

ト）においても重要な役割を果たしており、当プロ

ジェクトで実証する技術テーマはロードマップの重

点課題の中から選定することとされている。このた

め、毎年度、国土交通省がウェブサイトや業界紙を

通じて公募し選定した技術提案が現行ロードマップ

に含まれていない場合には、開発会議において提案

技術の重要性を検討し、ロードマップの重点課題を

見直している。 

＜６つの活動の柱＞ 

活動の柱① 技術ニーズの把握と発信 

活動の柱② 技術シーズの把握と発信 

活動の柱③ ニーズとシーズの架け橋 

活動の柱④ 国などの技術情報の共有 

活動の柱⑤ 地方の技術開発・技術導入の支援 

活動の柱⑥ 技術開発全体の戦略・方針の提示 
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図-1 ロードマップの例（技術開発分野①-1） 

 

３．課題解決技術支援ツールの開発と試行版の公開 

 地方公共団体等の下水道事業実施団体が抱える技

術的な課題やニーズを把握するため、アンケートや

ヒアリング調査を数回実施した。その結果、各下水

道事業実施団体が直面している課題やニーズを認識

し、現存する効果的な解決手法を効率的に把握する

ことが重要であることから、開発会議としても支援

を行うことが必要との結論を得た。これを受け、技

術情報の検索システムである「課題解決技術支援ツ

ール（試行版）」（以下「ツール」という。）を作

成し、2022年6月に国総研のウェブサイトで公開した

(図-2)。 

 ツールでは、フリーワード、地方公共団体名、詳

細課題、ホットワード別の検索ができ、検索結果で

は、技術的課題解決策、関連ガイドライン・マニュ

アル名、各種事業制度等を表示する。さらに地方公

共団体名での検索では、他の類似団体との比較や、

技術的課題解決策の表示が可能である。 

2022年度は、特性の異なる６団体にツールの試用

を依頼し、その使用感や改善点をヒアリングし、更

なるシステム改良を行う予定である。 

 

４．技術開発目標の進捗状況に関する調査 

2015年のロードマップ策定以降、進捗度を確認す

るための調査を継続的に実施しており、学会の論文

集や講演集を中心とした文献情報の調査を行い、技

術開発分野毎の文献数等について分析してきた。 

2022年度は、より多角的に分析するため、関係機

関に登録された約300の新技術や約400の技術ガイド

ライン・マニュアル類（表-2）の導入・活用状況に

ついて、技術開発企業、政令指定都市、コンサルタ

ント会社等に対するアンケート調査を実施した。こ

こで得られた情報については、３．で紹介したツー

ルにも反映させ、より一層充実したシステムとして

改善していく予定である。 

表-2 調査対象の新技術、ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ・ﾏﾆｭｱﾙ類  

 

５．おわりに 

国総研では、本調査研究の成果を毎年度、国総研

資料「下水道技術開発レポート」2)として発刊してお

り、今後も下水道分野の新技術の開発や導入促進に

取り組んでいく方針である。 

 

☞詳細情報はこちら 

1)下水道技術開発会議、下水道技術ビジョン

http://www.nilim.go.jp/lab/eag/gesuidougijyuts

uvision.html 

2)下水道技術開発レポート 

http://219.112.224.21/lab/eag/gesuidougijyutsu

kaihatsureport.html 図-2 ツールのウェブサイトのトップ画面
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